
　　　　　1.　序　序　序　序　序

　耐震壁の壁板に開口を設けた有開口耐震壁

の力学性状については，多くの実験的および

解析的研究が行われている。しかし，出入り口

などに多用されている側柱横に開口を設けた

偏在開口に関する実験資料は少ない。これら

に関する既往の研究によれば，開口横の壁板

のスリップ状せん断破壊により壁板に接する

側柱脚部のせん断圧縮破壊，開口横の側柱の

短柱化によるせん断破壊が生じて，急激に水

平せん断耐力が低下する脆性的な破壊性状を

示すことが観察されている 1)。したがって，著

者らは，開口横の側柱および壁板のせん断破

壊を防止するため，両側柱脚部を鋼管で補強

し,圧力場を形成する開口横壁板を鋼板で局部

的に開口高さまで鋼板補強した偏在開口耐震
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要旨要旨要旨要旨要旨:::::偏在開口耐震壁の靱性を改善する方法として，壁板を鋼板で特殊補強するととも

に，側柱脚部を鋼管で局部補強する新しい補強法を考案した。この方法で補強された偏

在開口耐震壁について，一定速度で水平力を載荷させた載荷実験を実施した。実験結果

によれば，開口横の壁板を鋼板で補強すれば，せん断破壊が先行する試験体でも耐力と

靭性の改善により曲げ破壊モードに移行すること,および偏在開口耐震壁の水平せん断

耐力の評価に著者らが提案した耐力低減率が適用されることなどがわかった。
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壁の一定軸力下の正負繰返し水平力載荷実験

を行い，偏在開口耐震壁の力学性状に及ぼす

鋼板および鋼管補強の効果について検討を

行った 2)。その結果，鋼管で補強された側柱の

せん断破壊は確実に防止されたが，開口上部

近傍の補強鋼板境界部分の壁板にスリップ状

のせん断破壊が生じたため，十分に靱性を改

善することは困難であることがわかった。

　このような耐震壁の靱性を改善するために

は，開口横の壁板のスリップ状せん断破壊を

防止する補強鋼板の形状および補強範囲を検

討する必要がある。したがって，本実験では，

無開口耐震壁に関して提案されている水平せ

ん断耐力算定式を用いて，そのせん断余裕度

が0.7程度のせん断破壊先行の無開口耐震壁に

開口周比がおよそ0.4の開口を設けた偏在開口
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表－表－表－表－表－ 11111　試験体一覧　試験体一覧　試験体一覧　試験体一覧　試験体一覧

Dimension
of opening

h 0  × l 0

Arrangement P s (%) (mm × mm)
4φ@50
Single

4φ@100
Double
layer M8 Stud @100

PL-1.6   L-20×20

150×150 6-D13
3.39 50

4φ@50
0.33

□-150×150×
1.6

-

260 × 5000.5

  SW5-0.394E-PSL3T

  SW5-0.394E-0T

  SW5-0.394E-PL2T

  SW5-0.394E-PSL2T

M8 Stud @100

PL-1.6   L-20×20

PL-1.6   L-20×20

Specimen

 Column Wall
Cross

section
b×D

(mm× mm)

Longi. Rein.
P g  (%)

Hoop
P w  (%)

Thickness
t (mm)

Reinforcement Steel reinforcement
(mm)
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耐震壁試験体により補強鋼板の形状および補

強範囲を実験変動因子とした水平載荷実験を

計画した。鋼板による壁板の補強範囲は，開口

上部壁板部を除いた部分補強と開口部を除い

た壁板全面補強である。

　本論は，壁板を鋼板によって特殊補強した

偏在開口耐震壁の力学性状について述べるも

のである。

　　　　　2.　　　　　実験概要実験概要実験概要実験概要実験概要

　　　　　2.1　　　　　試験体試験体試験体試験体試験体

　図－１図－１図－１図－１図－１に試験体形状・配筋・寸法および補強

詳細図，表－１表－１表－１表－１表－１に試験体一覧，表－２表－２表－２表－２表－２に使用

した材料の力学的性質を示す｡試験体には SWt

- ξE - AaT の記号を付けている。S はせん断破

壊先行を示し，W は壁板，t は壁厚 (cm)，ξ は

開口周比　　　　（h0：開口高，l0：開口幅，h：

壁板の高さ，l：スパン長）,E は偏在開口をそ

れぞれ示している。Aは壁板の特殊補強（0：な

し , P：鋼板，S：スタッド付き，L：L 型定着

( 2 )　鉄筋　鉄筋　鉄筋　鉄筋　鉄筋

( 1 )　コンクリート　コンクリート　コンクリート　コンクリート　コンクリート

表－２　材料の力学的性質表－２　材料の力学的性質表－２　材料の力学的性質表－２　材料の力学的性質表－２　材料の力学的性質

図－１　試験体形状図－１　試験体形状図－１　試験体形状図－１　試験体形状図－１　試験体形状・・・・・配筋配筋配筋配筋配筋・・・・・寸法および補強詳細図寸法および補強詳細図寸法および補強詳細図寸法および補強詳細図寸法および補強詳細図

  PL-1.6

  100  100

  Nut

  M8 Bolt
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 40

SW5-0.394E-0 SW5-0.394E-PSL3T

a：断面積(cm2)，σy：降伏強度(MPa)，σu：引張強度(MPa)
Es：ヤング係数(GPa), ε : 伸び(%)

Bar a σ y σ u E s ε (%)
4φ 0.13 160 301 131 37.7
D10 0.71 362 504 189 22.5
D13 1.27 354 486 185 21.5

□-150×150×1.6 - 192 345 92 40.2
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付き），a は鋼板の補強範囲（2：開口横,3：壁

板全面）,T は開口横側柱脚部鋼管補強を示し

ている。試験体の断面設計にあたっては,無開

口耐震壁に関して提案されている曲げ破壊に

よって決まる水平せん断耐力 Quf
3) とせん断破

壊によって決まる水平せん断耐力 Qus
4) を用い

て，無開口耐震壁のせん断余裕度 Qus/Quf が 0.7

程度となるように , 断面を設計した。

σB：シリンダー圧縮強度(MPa)，σt：引張強度（割裂強度） (MPa)

Specimen σ B σ t

  SW5-0.394E-0T 32.1 3.0
  SW5-0.394E-PL2T
  SW5-0.394E-PSL2T
  SW5-0.394E-PSL3T 25.6 2.5

25.2 2.2

：載荷位置，LQ：正側載荷，RQ：負側載荷,寸法単位：mm

▲

hllh /00

RQLQ LQ RQ

壁側柱側
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　　　　　2.2　載荷方法および載荷プログラム　載荷方法および載荷プログラム　載荷方法および載荷プログラム　載荷方法および載荷プログラム　載荷方法および載荷プログラム

　図－２図－２図－２図－２図－２に示す載荷装置を用いて， 試験体両

側柱の中心に，それぞれ 110kNの鉛直荷重を 2

台のアクチュエータで載荷し，鉛直荷重載荷

後，図－３図－３図－３図－３図－３のように計画した載荷プログラム

にて，試験体に変位漸増正負繰返し水平力Qを

アクチュエータにて載荷した。水平力の載荷

はせん断スパン比（= M/Ql，M：耐震壁に作

用する最大曲げモーメント）が 0.75 となるよ

うに，基礎梁上端より 90cm の位置にて載荷し

た。鉛直荷重は，実験終了時まで一定に保持す

るようにした。水平力の載荷速度は，上部の剛

な側梁下端の水平変位の速度VRで0.01cm/sec，

すなわち，層間変形角 R の速度で 0.014%/sec

になるようにした。図－３図－３図－３図－３図－３に示す層間変形角R

は，上部の剛な梁の中央部における水平変位 δ

を基礎梁上端より上部梁下端までの高さ

h(=70cm) で除した値 δ /h である。

　　　　　2.3　測定装置　測定装置　測定装置　測定装置　測定装置

　試験体に載荷した荷重は， アクチュエータ先

端に取り付けたロードセルにて測定した。ま

た，試験体の変位を求めるため，図－４図－４図－４図－４図－４に示す

変位測定装置により耐震壁各部の水平と鉛直

の各変位を測定した。柱主筋の表面に貼付し

たひずみゲージにて側柱脚部の主筋のひずみ

を測定した。水平および鉛直の各荷重， 試験体

各部の水平と鉛直の各変位および鉄筋のひず

みは，いずれも動ひずみ測定器にてデータを

取り込んだ。 データのサンプリング間隔は

0.2secである。 試験体に生じたひび割れおよび

コンクリートの剥落の記録は，目視，写真撮影

およびビデオカメラによる撮影によった。

　　　　　3.　実験結果　実験結果　実験結果　実験結果　実験結果

　　　　　3.1　　　　　     履歴性状履歴性状履歴性状履歴性状履歴性状

　　　　　図－５図－５図－５図－５図－５に，各試験体の Q と R の時刻歴，履

歴曲線および実験終了時のひび割れと破壊の

状況を示す。図中に示した Rb は限界変形角で

ある。本研究では水平せん断耐力以後，どれだ

け変形可能かで規定される耐震性能の指標で

ある破壊モードにより各試験体の破壊モード

を Rb の値により判別した。Rb は，図－５図－５図－５図－５図－５に示

すように 0.8Qmax(Qmax:最大荷重 ) の水平線

と Q-R の包絡曲線との交点のうち大きいほう

の値で，その正側と負側載荷の Rb の値が異な

るときには小さいほうの値を Rb とした。

　図図図図図-----５５５５５のQ-Rの時刻歴の結果によれば，ほぼ

図図図図図 ----- ３３３３３の計画載荷プログラムの速度とほぼ一

致していることがわかる。無開口耐震壁の試

験体は壁板にスリップ状のせん断破壊が生じ

て急激に水平耐力が低下する脆性的な履歴性

状を示し，破壊モードはせん断破壊モードで

ある。側柱脚部を鋼管で補強した試験体は，開

口横壁板にスリップ状のせん断破壊が生じた

が，側柱のせん断破壊は確実に防止され鉛直

荷重の支持能力も低下せず比較的安定した履

歴性状を示した。破壊モードはせん断破壊

モードである。壁板を鋼板で補強した場合は，

VR=0.014%/sec

図－２　載荷装置図－２　載荷装置図－２　載荷装置図－２　載荷装置図－２　載荷装置

図－３　計画載荷プログラム図－３　計画載荷プログラム図－３　計画載荷プログラム図－３　計画載荷プログラム図－３　計画載荷プログラム

図－４　変位測定装置図－４　変位測定装置図－４　変位測定装置図－４　変位測定装置図－４　変位測定装置
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図－５　試験体の図－５　試験体の図－５　試験体の図－５　試験体の図－５　試験体の Q ととととと R の時刻歴，の時刻歴，の時刻歴，の時刻歴，の時刻歴，履歴曲線および実験終了時のひび割れ履歴曲線および実験終了時のひび割れ履歴曲線および実験終了時のひび割れ履歴曲線および実験終了時のひび割れ履歴曲線および実験終了時のひび割れ・・・・・破壊状況破壊状況破壊状況破壊状況破壊状況　　　　　
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Rb：限界変形角5)    Rb < 1.0：せん断破壊モード，Rb ≧ 1.0：曲げ破壊モード
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図－９　圧力場を形成する壁板の面積図－９　圧力場を形成する壁板の面積図－９　圧力場を形成する壁板の面積図－９　圧力場を形成する壁板の面積図－９　圧力場を形成する壁板の面積 Ae

と耐力低減率の計算値と耐力低減率の計算値と耐力低減率の計算値と耐力低減率の計算値と耐力低減率の計算値 ru

Ae

Ae
Ae

ΣAe= 5005 (cm2) ΣAe= 3086 (cm2)
ru= 0.772 ru= 0.606

RQ LQ

45° 45°

45°

図－７　水平耐力以後の包絡曲線の図－７　水平耐力以後の包絡曲線の図－７　水平耐力以後の包絡曲線の図－７　水平耐力以後の包絡曲線の図－７　水平耐力以後の包絡曲線の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          耐力低下率耐力低下率耐力低下率耐力低下率耐力低下率

図－６　図－６　図－６　図－６　図－６　Q-R の包絡曲線の包絡曲線の包絡曲線の包絡曲線の包絡曲線

正側では R が 0.5 ～ 0.7% 近傍で水平せん断耐

力に達した。壁板をスタッドなしの鋼板で補

強している試験体の場合は,上部開口隅角部近

傍の壁板が側柱まで水平にスリップ状のせん

断破壊をし，補強鋼板と両面のコンクリート

が完全に分離し,補強鋼板が座屈し面外に膨ら

む破壊性状を示した。破壊モードはせん断破

壊モードである。スタッド付き鋼板による部

分補強と全面補強の両試験体とも曲げ破壊特

有の安定した履歴性状を示し，その破壊モー

ドは曲げ破壊モードであるが，部分補強の試

験体のほうが全面補強の試験体よりも靭性が

改善されている。壁板の補強範囲の違いによ

り，壁板のひび割れや靭性に違いがあるが，こ

れらについては今後検討する必要がある。図図図図図

－６－６－６－６－６に Q-R の包絡曲線を，図－７図－７図－７図－７図－７には，水平

耐力以後の包絡曲線の耐力低下率を示した。

これらの結果によれば，側柱脚部を鋼管で補

強し，壁板をスタッド無しの鋼板やスタッド

付き鋼板で補強すれば，壁板を鋼板で補強し

ていない偏在開口試験体よりも水平耐力以後

の耐力低下を小さくすることができ，その靭

性が改善され，側柱のせん断破壊が確実に防

止できるものと考えてよい。図－８図－８図－８図－８図－８にせん断

変形率 δs/δを示す。せん断変形 δs は両側柱の

鉛直変位から曲げ変形 δB を求め，上梁中央の

測定された水平変位 δ から δB を差し引いて求

めた。補強した試験体のせん断変形は変形の

増大により R=1% 近傍まで直線的に増大する。

図－９図－９図－９図－９図－９に示す壁板の圧力場を形成する面積和

ΣAe の大きいほうが図－８図－８図－８図－８図－８に示すように水平

せん断耐力以前ではせん断変形が小さくなる

傾向があるが，補強方法による顕著な影響は

みられない。

　　　　　3.2　　　　　強度性状強度性状強度性状強度性状強度性状

　本実験からも明らかなように，開口が偏在

すると図－９図－９図－９図－９図－９に示すように載荷方向で圧力場

を形成する壁板の面積和 ΣAe の大きさが異な

るため，その水平せん断耐力が載荷方向で異

なることがすでに知られている1), 5 )。現行の

RC 規準の耐力低減率6)では開口位置などが考

Rb：0.8Qmax 時の層間変形角

図－８　せん断変形率図－８　せん断変形率図－８　せん断変形率図－８　せん断変形率図－８　せん断変形率

δ：測定された水平変位，δs：せん断変形
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図－図－図－図－図－ 1010101010　　　　　RQuex / / / / /LQuex ととととと Rru / / / / /Lru の関係の関係の関係の関係の関係

表－３　表－３　表－３　表－３　表－３　RQuex / / / / /LQuex ととととと Rru / / / / /Lru の関係の関係の関係の関係の関係

慮されていないために偏在開口耐震壁の水平

せん断耐力を精度よく評価できない。した

がって，著者らは，有開口耐震壁の実用的な水

平せん断耐力の評価方法として図－９図－９図－９図－９図－９に示す

ΣAeにもとづいた耐力低減率 ru（＝　　　　）

を提案した1)，5)。 ru を求めるにあたっては壁

板の斜めひび割れ傾斜角を図－９図－９図－９図－９図－９に示すよう

に 45 度（文献 1，文献 5 参照）として，ΣAe を

求め，正側載荷の耐力低減率Rruと負側載荷の

耐力低減率Lruを求めた。表－３表－３表－３表－３表－３に水平せん断

耐力の正側実験値 RQuex と負側実験値 LQuex と

の比 RQuex/LQuexと正側耐力低減率Rruと負側

耐力低減率Lruとの比Rru/Lruを示す。図－図－図－図－図－1010101010

に RQuex/LQuex と Rru/Lru の関係を示す。

　表－３表－３表－３表－３表－３と図－図－図－図－図－ 1010101010は，コンクリート強度など

の材料定数や補強鋼板などの影響がないもの

であり，RQuex/LQuex は Rru/Lru によく一致し

ている。このことは，ΣAeが水平せん断耐力に

寄与していることを示しており，著者らの提

案した ru により，補強した偏在開口耐震壁の

正側と負側の水平せん断耐力比が評価できる。

　　　　　4.　結論　結論　結論　結論　結論

　開口横壁板および壁板全体を鋼板で補強し，

側柱脚部を鋼管で補強した偏在開口耐震壁に

ついて，一定軸力下の正負繰返し水平力載荷

実験を行った結果，以下のことがわかった。

1) 側柱脚部を鋼管で補強し , 壁板を鋼板で補

　強すれば，せん断破壊が先行する試験体で

　も耐力と靱性の改善により曲げ破壊モード

　に移行する。しかし，鋼板の補強範囲の優劣

　については，今後の検討が必要である。

2)著者らが提案している耐力低減率により，　

　補強した偏在開口耐震壁の正側と負側の水

　平せん断耐力比が評価できる。
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